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伊勢市
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勢田川流域等浸水対策協議会の設立

・平成29年10月台風第21号により勢田川、桧尻川、汁谷川流域は甚大な被害を受けた
ことにより、国土交通省、三重県、伊勢市は「勢田川流域等浸水対策協議会」設立（平成
30年1月26日）。

・浸水被害軽減のためのハード対策、ソフト対策をより効果的に推進する「勢田川流域
等浸水対策実行計画」を策定（平成30年6月19日）。
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○主なハード対策
・河道掘削
・排水機場ポンプ増強
・逆流防止フラップ弁設置
・下水道整備
・流域における総合治水対策

○主なソフト対策
・危機管理型水位計の設置

・洪水浸水想定区域の説明会
の実施
・ハザードマップの更新
・伊勢市防災大学の開催

・伊勢市防災コーディネーター
の認定

・防災啓発体制、防災教育の
強化

浸水被害軽減対策

勢田川流域等浸水対策実行計画より
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多気町
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多気町における取り組み
◆防災マップの作製・配布

・想定最大浸水区域および浸水
深を記載した防災マップを作成
し、町内各戸（約5,000世帯）へ
配布

・あわせて、土砂災害警戒区域
も記載

・裏面には、地震を含めた防
災・減災に関する各種情報を記
載
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大台町
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避難確保計画策定と訓練の実施について

大台町
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１．要配慮者利用施設への説明会の実施

• 平成２９年９月８日(金）

施設の施設長等への説明会を実施

内容

①土砂災害防止法の改正による避難確保計

画を作成する義務

②土砂災害を想定した避難訓練の実施義務

③利用施設の災害時相互応援

２．対象となる施設

土砂災害警戒区域内にあって、地域防災
計画に位置付けられている施設

・社会福祉施設等 １２施設

・学校・保育園等 ７施設

３．計画の提出状況（７月１０日現在）

社会福祉施設等 ９施設（７５％）

学校等 ７施設（１００％）

未提出の施設には提出を促すとともに、
提出してもらった施設には訓練を実施
してもらう

9



【今年の目標】

①計画の作成率を１００％

②避難訓練を年１回以上実施

③宮川福祉施設組合での訓練に役場も協力

【今後の目標】

全ての施設で訓練を実施

施設のみの訓練ではなく、地元消防団や地区自
主防災組織等と協力しての訓練を実施

休日や夜間を想定した訓練の実施
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玉城町
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「玉城町の取り組み」
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外城田川 浚渫
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外城田川流域治水整備計画検討

平成３１年度
１浸水想定区域図の作成
２ハザードマップの作成

平成３０年度
１資料収集
２現地調査
３流域特性の把握
４排水機能の評価
５浸水原因の推定
６浸水対策の検討
７段階整備の検討
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取組① 防災計画の見直し
市町タイムラインの作成

取組② 防災･まちづくりの研修会
紀宝町への視察

取組③ 自主防災組織の取組支援
防災技術指導員の配置

取組④ 住民への情報提供
河川量水標の設置 （４河川 ７箇所）
危機管理型水位計の設置 （１箇所）
河川監視カメラの設置 （２河川 3箇所）
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水位表示の設置
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水位表示の設置

外城田川 佐田地内

菱川 山岡地内
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公衆無線LANの設置

各小中学校 体育館に設置
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ため池ハザードマップ（玉城町ホームページ）
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度会町
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度会町における取組
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防災マップ
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量水標
の設置

現地での出水状況の確認

24



大紀町
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「大紀町防災の日」避難訓練

１．訓練の目的
いつ発生してもおかしくないとされる南海トラフを震源とした巨大地震・津波

から住民の命を守るため、自主防災組織や防災関係機関等と連携しながら避
難訓練を実施することにより、常日頃からの災害に対する心構えを養うことで
防災意識の高揚を図り、災害発生時における迅速かつ効果的な応急対策活
動体制の確立を目的とする。

２．訓練の日時
毎年 １２月７日

３．訓練の場所
大紀町全域
〇海岸地区（錦地区）

地震津波を想定した高台避難所への避難訓練
〇山間地区（七保地区・滝原地区・阿曽地区・柏崎地区・大内山地区）

地震を想定した屋外及び最寄りの避難所への避難訓練
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「夜間避難訓練」

巨大地震による大津波を想定した避難所への避難訓練

１．訓練の目的
いつ発生してもおかしくないとされる南海トラフを震源とした巨大地震の発生

により、大きな揺れや大津波から住民の生命を守るため、日頃から避難訓練を
実施することにより、災害に対する心構えを養うことで防災意識の高揚を図る。

また、昼夜を問わず発生する大地震に備えるため、夜間の発生を想定した避難
訓練を実施することにより、夜間避難における安全かつ効果的な避難行動の確
立を図るものとする

２．訓練の日時
毎年 １０月頃 午後 ７時 ００分～

３．訓練の場所
大紀町 錦 地域
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南伊勢町
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●町単独事業による堆積土砂撤去 （建設課所管）

河川断面内に葦が生え川の流れが悪くヘドロや土砂の堆積により、通水断面を著しく阻害され、異
常出水時には、越水等が懸念されるため、土砂撤去等により健全な流水断面を確保する。

H28・29年度実施済み（L=75.5ｍ C=10,202千円） H30施工予定（L=57.0ｍ C=4,500千円）

before after H30 施工予定箇所（下流側）

全体施工延長 L=132.50m
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● 自主防災組織の強化・活性化 （防災課所管）

町全地区で自主防災組織（区）が結成されています。

地域づくり支援事業により役場全職員が各38地区の担当に分かれて、災害時にお
ける被害の防止または軽減を図るため『地区災害時行動計画書』を作成。

地区災害時行動計画書 全38地区作成済み
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津地方気象台
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基準作成の考え⽅と⼤まかな流れ

災害資料の収集整理 ⼤⾬事例の整理 基準値案の作成 基準値案の評価
•「⽔害統計」等を
もとに過去20年分
以上の災害資料を
整理。

•⾃治体（都道府県）
と 協 議 の う え 、
あらかじめ、警報や
注意報の対象となる
災害を定義しておく。

•調査期間における毎
時の表⾯⾬量指数と
流域⾬量指数を計算。

•⼀⾬ごとに災害と指
数の値をとりまとめ、
⼤⾬事例ファイルと
して整理する。

•統計処理（コスト
ロスモデル）により、
基準値案を作成する。

•できるだけ少ない
基準超過頻度で、
多く対象災害を捕捉
できるような基準値
案を算出する。

•災害捕捉率や適中率
といった統計評価を
もとに基準値案の
妥当性を確認する。

•基準値の妥当性は
定期的に確認評価
する。

○ 基準値は、過去20年分以上の災害発⽣／⾮発⽣時の指数値を統計的に調査して設定する。
○ インフラの整備状況は災害頻度や被害規模として現れるので、災害実績に基づき設定する
基準値には、その効果が間接的に反映されている（ex.整備が進む等の理由から過去に災害
が発⽣していない地域では、基準値が⾼く設定される）。

○ 下⽔道や河川堤防の整備状況などが違うため、同じ⾬が降ったとしても災害の起こりやす
さには地域差がある。基準値はその地域差を表現するものである。

○ 基準値の妥当性は定期的に確認・評価（１年に１回、最新の災害資料等を追加して、
災害との関係を精査）するとともに、必要に応じ、適切な基準値への⾒直しを⾏う。
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松阪建設事務所
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３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

２３ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（堆積土砂撤去）

・河道内に堆積した土砂・河川内の樹木により、流下能力が低下している箇所を
解消するため堆積土砂の撤去、河川内の樹木の伐採を実施します。

・撤去箇所については、県と市、町で優先度を協議しながら選定します。

堆積土砂撤去の取組事例 （平成29年度一級河川宮川河川堆積土砂撤去工事）

施工前 施工後

堆積土砂を撤去し
流下能力を確保
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伊勢建設事務所
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汁谷川

宮川

１３ 危機管理型水位計及び量水標等の整備

・水防団等が現地の出水状況を確認できるように危機管理型水位計や量水標等の設置を行います。

１）円滑かつ迅速な避難のための取組

危機管理型水位計設置イメージ設置予定箇所

伊勢市小俣町元町 地内

水位計設置予定箇所
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２２ 洪水氾濫を未然に防ぐ対策（河川改修）

・計画的な河川改修を実施します。

河道拡幅による必要流下能力の確保

大内山川
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３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

H29施工箇所
大紀町崎 地内

【完成】

【着手前】

大内山川


